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国における介護サービス供給の地域差を明らかにすることを目的とする。2008 年 7 月に始まった

























年報」を用い、2018 年 12 月時点における 229 自治体の介護サービス供給の実態を明らかにする。「老






































制度創設の準備過程で最も憂慮されたのが介護サービスの基盤整備であったが、2008 年 12 月時
点で 8,318 か所だった介護事業所が 2018 年 12 月には 2 万 1,290 か所へと約 2.6 倍増えている（図 1）。
年間ベースでの比較が可能な2009年12月時点の1万4,560か所と比べると約1.5倍増となっている。
厚生労働省の「介護給付費等実態調査月報」によると、日本の場合、2000 年 4 月の介護保険制度
施行から起算して 10 年間に介護事業所が約 2.5 倍増えているので（2001 年 3 月時点の 12 万 9,103
か所が 2011 年 3 月時点には 32 万 8,268 か所へと増加）、韓国の介護事業所は日本に比べて増加の
スピードが緩やかであることがわかる。韓国の介護事業所の推移を在宅と施設に分けてみると、介
護保険施設はこの 10 年間に約 3.1 倍（2008 年の 1,700 か所→2018 年の 5,320 か所）増えているの
に対し、在宅介護事業所は約 2.4 倍（2008 年の 6,618 か所→2018 年の 15,970 か所）増にとどまっ
ている。介護保険施設に比べて在宅介護事業所の増加率が相対的に高い日本とは状況が異なる 14）。
図 1　介護事業所数の推移
注：数字は各年 12 月 31 日時点である。
出所：国民健康保険公団「2008～2018 老人長期療養保険統計年報」より作成
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2.2　サービス別の介護事業所
2018 年 12 月時点の介護事業所数は 3 万 3,312 か所であるが、在宅介護事業所が 2 万 7,992 か所（重
複あり）、介護保険施設が 5,320 か所となっている。在宅介護事業所数をサービス別にみると、訪
問介護 1 万 2,335 か所（在宅介護事業所の 41.1％）、訪問入浴介護 9,665 か所（同 32.2％）、訪問看
護 682 か所（同 2.3％）、昼夜間保護（日本の通所介護に相当）3,211 か所（同 10.7％）、短期保護（日
本の短期入所生活介護に相当）179 か所（同 0.6％）、福祉用具貸与・販売 1,920 か所（同 6.4％）と
なっている（図 2 および表 1）。在宅介護事業所の 41.1％が訪問介護事業所であることからして、
事業所数の偏りが大きい。ちなみに、韓国と比較可能なほぼ同時期の厚生労働省の「平成 20 年介
護サービス施設・事業所調査結果の概況」によると、2008 年 10 月時点の日本の居宅サービス事業
所（8 万 2,590 か所）に占める訪問介護事業所（2 万 885 か所）の割合は 25.3％であった 15）。
一方、2018 年 12 月時点の介護保険施設をサービス別にみると、老人療養施設（日本の介護老人
福祉施設に相当）が 3,389 か所（介護保険施設の 63.7％）、老人療養共同生活家庭（日本の認知症
対応型共同生活介護に相当。日本では居宅サービスであるが、韓国では介護保険施設に分類される）
が 1,931 か所（同 36.3％）となっている。





2010 年から 2013 年にかけて短期保護から老人療養施設に転換した 1,187 か所が含まれている。
図 2　サービス種類別の介護事業所の推移
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訪問介護 4,206 8,446 9,164 8,709 8,500 8,620
訪問入浴介護 2,959 6,279 7,294 7,162 7,028 7,146
訪問看護 592 787 739 692 626 597
昼夜間保護 790 1,106 1,273 1,321 1,331 1,427
短期保護 694 1,368 199 234 257 368
福祉用具貸与・販売 720 1,086 1,278 1,387 1,498 1,574







老人療養施設 375 725 1,078 1,352 1,646 2,494
老人療養施設
（老人福祉法の適用） 482 488 450 411 369 2
老人専門療養施設
（老人福祉法の適用） 522 482 415 334 244 1
老人療養共同生活家庭 321 934 1,343 1,572 1,739 2,150
老人療養施設
（短期保護から転換） － － 465 392 329 1
小　　計 1,700 2,629 3,751 4,061 4,327 4,648
合　計（在宅事業所の重複あり） 11,661 21,701 23,698 23,566 23,567 24,380
年






訪問介護 9,073 10,077 11,072 11,662 12,335
訪問入浴介護 7,479 8,253 8,957 9,357 9,665
訪問看護 586 574 598 650 682
昼夜間保護 1,688 2,018 2,410 2,795 3,211
短期保護 322 299 267 218 179
福祉用具貸与・販売 1,599 1,700 1,823 1,892 1,920












老人療養共同生活家庭 2,157 2,150 2,050 2,015 1,931
老人療養施設
（短期保護から転換） －
小　計 4,871 5,085 5,187 5,304 5,320
合　計（在宅事業所の重複あり） 25,618 28,006 30,314 31,878 33,312
注：1）2008 年は半年間（7 月～12 月分）の合計額である。
　　2）「老人福祉法」に定められた老人療養施設と老人専門療養施設は、2010 年から「老人長期療













2009 年 12 月時点の開設主体は個人 69.6％、法人 26.7％、地方公共団体 1.6％、その他 2.1％となっ
ていた。この 10 年あまりに法人の割合が 10％程度減少し、個人事業者の占める割合が 10％程度増
加していることがわかる。日本では介護保険施設は社会福祉法人と医療法人の経営する割合が圧倒
的に高いが、韓国では介護保険施設でさえ、個人事業者が経営する割合が高い。
厚生労働省の「平成 30 年介護サービス施設・事業所調査結果の概況」によると、2018 年 10 月 1
表 2　開設主体別の介護事業所および構成割合

















































































































































る（表 3）。韓国には日本の都道府県・政令指定都市に相当する道・市が 17（1 特別市、6 広域市、





2009 2011 2013 2015 2017 2018
在宅 施設 在宅 施設 在宅 施設 在宅 施設 在宅 施設 在宅 施設
ソウル特別市 1,738 265 1,828 439 1,913 521 2,807 553 3,040 524 3,121 515
釜山広域市 914 106 748 143 712 134 923 121 1,055 116 1,143 110
大邱広域市 644 68 569 177 601 251 939 261 1,065 257 1,103 244
仁川広域市 591 131 552 229 609 282 1,070 338 1,225 355 1,259 367
光州広域市 430 58 434 95 418 100 574 107 662 100 677 95
大田広域市 459 61 405 94 421 102 617 115 667 119 711 124
蔚山広域市 211 30 161 42 156 40 212 44 239 46 254 47
世宗特別自治市 － － － － 23 11 40 11 51 10 53 11
京畿道 2,459 788 2,253 1,172 2,245 1,366 4,201 1,535 4,853 1,680 5,115 1,705
江原道 393 153 338 208 364 238 717 286 770 305 786 306
忠清北道 320 155 312 224 298 243 620 259 738 282 782 283
忠清南道 543 139 546 238 519 251 869 271 1,026 297 1,071 300
全羅北道 704 162 573 203 597 221 945 223 1,074 235 1,106 227
全羅南道 766 175 593 259 596 284 997 297 1,121 303 1,181 305
慶尚北道 833 159 689 277 749 321 1,238 369 1,431 382 1,483 384
慶尚南道 803 144 728 213 704 221 1,030 228 1,164 229 1,242 232
済州道 123 35 128 48 131 62 203 67 196 64 203 65










































在宅 施設 在宅 施設
ソウル特別市 3,121 515 99,868 31.3 5.2
釜山広域市 1,143 110 40,688 28.1 2.7
大邱広域市 1,103 244 28,650 38.5 8.5
仁川広域市 1,259 367 36,542 34.5 10.0
光州広域市 677 95 17,463 38.8 5.4
大田広域市 711 124 17,899 39.7 6.9
蔚山広域市 254 47 9,316 27.3 5.0
世宗特別自治市 53 11 2,758 19.2 4.0
京畿道 5,115 1,705 142,770 35.8 11.9
江原道 786 306 27,744 28.3 11.0
忠清北道 782 283 24,848 31.5 11.4
忠清南道 1,071 300 38,236 28.0 7.8
全羅北道 1,106 227 36,660 30.2 6.2
全羅南道 1,181 305 41,778 28.3 7.3
慶尚北道 1,483 384 49,760 29.8 7.7
慶尚南道 1,242 232 47,195 26.3 4.9
済州道 203 65 8,635 23.5 7.5
合　計 21,290 5,320 670,810 31.7 7.9
区分
自治体





在宅 施設 在宅 施設
ソウル特別市 1,738 265 46,083 43.5 5.8
釜山広域市 914 106 21,679 47.1 4.9
大邱広域市 644 68 13,997 50.9 4.9
仁川広域市 591 131 16,201 44.6 8.1
光州広域市 430 58 10,356 47.1 5.6
大田広域市 459 61 10,409 50.0 5.9
蔚山広域市 211 30 4,352 55.4 6.9
世宗特別自治市 － － － － －
京畿道 2,459 788 58,781 55.2 13.4
江原道 393 153 12,846 42.5 11.9
忠清北道 320 155 10,688 44.4 14.5
忠清南道 543 139 18,255 37.4 7.6
全羅北道 704 162 20,228 42.8 8.0
全羅南道 766 175 23,668 39.8 7.4
慶尚北道 833 159 24,567 40.4 6.5
慶尚南道 803 144 25,202 37.6 5.7
済州道 123 35 4,990 31.7 7.0



























2009 年 12 月と 2018 年 12 月時点の介護事業所数と定員を比較してみると、両方とも 2018 年 12
月時点の標準偏差と分散が大きいことからして（2009 年の事業所数の標準偏差は .56980、分散は
.325、定員の標準偏差は 7.80205、分散は 60.872、2018 年の事業所数の標準偏差は .60025、分散は





と定員の上位 20 位と下位 20 位の構成比をみる 18）。2018 年 12 月時点の介護事業所数合計では、上
位 20 位にランクしているのは区部の自治体が 30.0％、市部が 55.0％、郡部が 15.0％、下位 20 位に
ランクしているのは区部が 50.0％、市部が 20.0％、郡部が 30.0％となっている。定員ベースでは、
上位 20 位にランクしている区部は 10.0％、市部は 60.0％、郡部は 15.0％、下位 20 位にランクして
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表 5　高齢者人口千人当たりのサービス別の介護事業所数および定員（道・市ベース）
2018 年 12 月時点








訪問介護 事業所 1.00 2.50 1.6294 .43123 .186
訪問入浴介護 事業所 .70 2.10 1.2294 .35136 .123
訪問看護 事業所 .05 .15 .0941 .02740 .001
昼夜間保護
事業所 .20 .60 .4588 .13257 .018
定員 98.50 201.80 131.2647 32.05054 1,027.237
短期保護
事業所 0.00 .05 .0165 .01579 .000
定員 0.00 .05 .0135 .01412 .000
福祉用具貸与・販売 事業所 .20 .40 .2471 .07174 .005
小　計
事業所 1.40 3.10 2.1059 .49557 .246








事業所 .10 .70 .4588 .18391 .034
定員 8.80 37.10 22.4471 8.20588 67.336
老人療養共同生活家庭
事業所 0.00 .40 .2118 .13639 .019
定員 .30 3.70 1.9353 1.16294 1.352
小　計
事業所 .20 1.10 .6765 .27733 .077
定員 10.50 37.90 24.3706 8.82077 77.806
合　計
事業所 1.80 3.80 2.7824 .60025 .360
定員 17.40 51.70 36.4353 10.56521 111.624
2009 年 12 月時点








訪問介護 事業所 1.10 2.60 1.7563 .46900 .220
訪問入浴介護 事業所 .80 2.00 1.2688 .31138 .097
訪問看護 事業所 .10 .28 .1544 .04457 .002
昼夜間保護
事業所 .10 .40 .2250 .08563 .007
定員 33.60 87.40 57.8813 15.59454 243.190
短期保護
事業所 .15 .42 .2800 .08430 .007
定員 .15 .42 .2419 .07687 .006
福祉用具貸与・販売 事業所 .10 .30 .2188 .05439 .003
小　計
事業所 1.60 3.30 2.4438 .53537 .287








事業所 .10 .60 .3750 .16125 .026
定員 5.30 31.10 17.8000 6.79461 46.167
老人療養共同生活家庭
事業所 0.00 .40 .1500 .10954 .012
定員 .10 3.40 1.3313 .82196 .676
小　計
事業所 .20 .90 .5250 .21134 .045
定員 6.50 31.20 19.1313 6.96512 48.513
合　計
事業所 1.80 4.00 2.9750 .56980 .325







2018 年 12 月
上位 20 位 下位 20 位
区 市 郡 区 市 郡








訪問介護 事業所 55.0 30.0 15.0 15.0 35.0 50.0
訪問入浴介護 事業所 50.0 25.0 25.0 15.0 15.0 70.0
訪問看護 事業所 15.0 50.0 35.0 0.0 30.0 70.0
昼夜間保護 事業所 5.0 55.0 40.0 35.0 10.0 55.0定員 30.0 40.0 30.0 20.0 5.0 75.0
短期保護 事業所 35.0 25.0 40.0 0.0 40.0 60.0定員 45.0 25.0 30.0 0.0 40.0 60.0
福祉用具貸与・販売 事業所 60.0 30.0 10.0 5.0 5.0 90.0







老人療養施設 事業所 5.0 60.0 35.0 100.0 0.0 0.0定員 5.0 55.0 40.0 100.0 0.0 0.0
老人療養共同生活家庭 事業所 20.0 55.0 25.0 10.0 25.0 65.0定員 20.0 55.0 25.0 10.0 25.0 65.0
小　計 事業所 5.0 75.0 20.0 95.0 0.0 5.0定員 5.0 65.0 30.0 100.0 0.0 0.0
合　計 事業所 30.0 55.0 15.0 50.0 20.0 30.0定員 10.0 60.0 30.0 95.0 5.0 0.0
2009 年 12 月
上位 20 位 下位 20 位
区 市 郡 区 市 郡








訪問介護 事業所 50.0 10.0 40.0 35.0 45.0 20.0
訪問入浴介護 事業所 25.0 20.0 55.0 40.0 15.0 45.0
訪問看護 事業所 20.0 30.0 50.0 0.0 15.0 85.0
昼夜間保護 事業所 5.0 20.0 75.0 35.0 30.0 35.0定員 5.0 30.0 65.0 30.0 15.0 55.0
短期保護 事業所 0.0 30.0 70.0 40.0 20.0 40.0定員 25.0 35.0 40.0 45.0 15.0 40.0
福祉用具貸与・販売 事業所 50.0 15.0 35.0 0.0 10.0 90.0







老人療養施設 事業所 0.0 25.0 75.0 90.0 0.0 10.0定員 0.0 20.0 80.0 80.0 10.0 10.0
老人療養共同生活家庭 事業所 5.0 40.0 55.0 0.0 15.0 85.0定員 0.0 50.0 50.0 0.0 15.0 85.0
小　計 事業所 0.0 20.0 80.0 90.0 5.0 5.0定員 0.0 20.0 80.0 85.0 5.0 10.0










2009 年 12 月と 2018 年 12 月時点の介護事業所と定員の上位 20 位と下位 20 位の構成比を比較し









生士が最も小さい（表 7）。2009 年 12 月と 2018 年 12 月時点のサービス提供人員の地域差を比較し
てみると、社会福祉士、医師、機能訓練士は拡大、看護師、歯科衛生士、療養保護士は縮小している。
表 7　高齢者人口千人当たりのサービス提供人員（道・市ベース）
2018 年 12 月時点
最小値 最大値 平均値 標準偏差 分散
社会福祉士 2.00 3.70 2.9529 .53282 .284
医師（嘱託を含む） .10 .50 .3235 .10914 .012
看護師 .20 1.00 .4353 .18007 .032
看護助手 .60 2.00 1.3882 .42849 .184
歯科衛生士 .00 .00 .0011 .00143 .000
機能訓練士 .20 .50 .2941 .09663 .009
療養保護士 36.80 76.30 51.3118 11.53180 132.982
栄養士 .10 .40 .1765 .07524 .006
2009 年 12 月時点
最小値 最大値 平均値 標準偏差 分散
社会福祉士 .80 2.20 1.3375 .32838 .108
医師（嘱託を含む） .10 .50 .2375 .10878 .012
看護師 .40 1.40 .7125 .24187 .059
看護助手 .40 1.40 .8813 .27379 .075
歯科衛生士 .00 .02 .0042 .00634 .000
機能訓練士 .20 .60 .3000 .09661 .009
































介護保険制度施行から起算して約 10 年間の介護事業所の増加率は韓国が約 1.5 倍、日本が約 2.5
倍となっており、韓国の増加率は日本に比べて緩やかである。理由のひとつとして考えられのは、
介護サービス需要者である要介護者数の違いである。2018 年 12 月時点の要介護者は日本が約 658
人、韓国が約 67 万人となっている。両国の人口規模が異なるので、当然ながら日本の要介護者が
多いが、ここで注目したいのは両国の要介護認定率の違いである。高齢者に占める要介護認定率は
日本が 18.7％（高齢者人口は約 3,511 万人）であるのに対し、韓国は日本の半分以下の 8.8％（高
齢者人口は約 761 万人）に過ぎない。韓国の要介護度は 5 段階（認知症患者向けの長期療養認知支
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2018 年 12 月








訪問介護 事業所 .641＊＊＊ .074 .158＊ .227＊＊ .039 .100 .785＊＊＊ －.103
訪問入浴介護 事業所 .599＊＊＊ .063 .203＊＊ .253＊＊＊ .036 .108 .753＊＊＊ －.094
訪問看護 事業所 .238＊＊＊ .030 .601＊＊＊ .147＊ .059 .063 .198＊＊ －.045
昼夜間保護
事業所 .505＊＊＊ .380＊＊＊ .269＊＊＊ .590＊＊＊ －.084 .366＊＊＊ .181＊＊ .193＊＊
定員 .576＊＊＊ .376＊＊＊ .275＊＊＊ .584＊＊＊ －.067 .390＊＊＊ .306＊＊＊ .176＊＊
短期保護
事業所 .006 .122 .038 .133＊ －.026 －.066 －.011 －.084
定員 .057 .028 －.001 .103 －.021 －.101 －.020 －.076
福祉用具貸与・販売 事業所 .381＊＊＊ －.001 .256＊＊＊ .050 .051 .051 .561＊＊＊ －.064
小　計
事業所 .709＊＊＊ .165＊ .241＊＊＊ .350＊＊＊ .041 .182＊＊ .798＊＊＊ －.068








事業所 .559＊＊＊ .680＊＊＊ .221＊＊ .825＊＊＊ －.078 .676＊＊＊ .111 .458＊＊＊
定員 .535＊＊＊ .660＊＊＊ .274＊＊＊ .797＊＊＊ －.095 .826＊＊＊ .124 .643＊＊＊
老人療養共同生活家庭
事業所 .289＊＊＊ .429＊＊＊ .169＊ .674＊＊＊ .042 .233＊＊＊ .109 .065
定員 .286＊＊＊ .428＊＊＊ .172＊＊ .668＊＊＊ .039 .226＊＊ .104 .065
小　計
事業所 .512＊＊＊ .662＊＊＊ .229＊＊＊ .886＊＊＊ －.031 .565＊＊＊ .118 .337＊＊＊
定員 .543＊＊＊ .682＊＊＊ .282＊＊＊ .844＊＊＊ －.083 .807＊＊＊ .132＊ .612＊＊＊
合　計
事業所 .795＊＊＊ .456＊＊＊ .300＊＊＊ .710＊＊＊ .013 .423＊＊＊ .661＊＊＊ .119
定員 .644＊＊＊ .678＊＊＊ .325＊＊＊ .884＊＊＊ －.090 .776＊＊＊ .217＊＊ .542＊＊＊
2009 年 12 月








訪問介護 事業所 .473＊＊＊ －.002 .052 .187＊＊ －.009 .059 .701＊＊＊
訪問入浴介護 事業所 .401＊＊＊ －.004 .025 .165＊ －.006 .048 .701＊＊＊
訪問看護 事業所 .153＊ .157＊ .389＊＊＊ .204＊＊ .027 .110 .178＊＊
昼夜間保護
事業所 .436＊＊＊ .191＊＊ .241＊＊＊ .480＊＊＊ －.039 .295＊＊＊ .145＊
定員 .418＊＊＊ .172＊＊ .283＊＊＊ .389＊＊＊ －.003 .292＊＊＊ .087
短期保護
事業所 .391＊＊＊ .379＊＊＊ .334＊＊＊ .580＊＊＊ －.009 .426＊＊＊ .037
定員 .242＊＊＊ .348＊＊＊ .137＊ .431＊＊＊ .002 .170＊ .088
福祉用具貸与・販売 事業所 .348＊＊＊ －.096 －.014 －.007 －.028 －.062 .406＊＊＊
小　計
事業所 .583＊＊＊ .113 .187＊＊ .309＊＊＊ －.034 .154＊ .549＊＊＊








事業所 .503＊＊＊ .543＊＊＊ .321＊＊＊ .771＊＊＊ －.007 .503＊＊＊ －.009
定員 .522＊＊＊ .526＊＊＊ .383＊＊＊ .729＊＊＊ .098 .618＊＊＊ －.017
老人療養共同生活家庭
事業所 .073 .048 －.061 .412＊＊＊ －.068 －.030 .030
定員 .050 .031 －.089 .401＊＊＊ －.068 －.040 .014
小　計
事業所 .430＊＊＊ .451＊＊＊ .226＊＊ .796＊＊＊ －.036 .383＊＊＊ .006
定員 .515＊＊＊ .517＊＊＊ .363＊＊＊ .757＊＊＊ .087 .598＊＊＊ －.015
合　計
事業所 .655＊＊＊ .260＊＊＊ .241＊＊＊ .552＊＊＊ －.041 .270＊＊＊ .473＊＊＊
定員 .564＊＊＊ .537＊＊＊ .391＊＊＊ .799＊＊＊ .077 .604＊＊＊ .015





異なり、韓国は在宅介護事業所より介護保険施設の増加率が高い 19）。比較検討可能な 2001 年から
2009 年までの 8 年間の日本の介護保険施設の増加率は 4.8％増にとどまっているのに、2009 年から
数えて 8 年目に当たる 2015 年までの韓国の介護保険施設の増加率は 193.3％である（老人療養施設
は 173.1％増、老人療養共同生活家庭は 230.1％増）。こうしてみると、日本の介護保険施設の増加






















短期保護サービスの 1 回あたり利用可能日数を大幅に短縮した 2010 年 3 月の「長期療養保険法」
の改正による影響であると推察される。この改正により、短期保護から老人療養施設に転換した事






介護サービスの供給状況を自治体別にみると、首都圏の 2 市 1 道（ソウル特別市、仁川広域市、
京畿道）に介護事業所の約半数が集中していることからして事業所の地域差が大きい状況にある。
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ただ、総人口に占める首都圏在住者の比率が約 50％にのぼっているので、人口対比でみると、一概
に地域差が大きいとは言えない。厚生労働省の「平成 30 年介護サービス施設・事業所調査結果の
概況」によると、日本の場合は 2018 年 10 月時点において居宅サービス事業所の 27.7％（15 万
8,515 か所のうちの 4 万 3,857 か所）、介護保険施設の 28.5％（8,079 か所のうちの 2,306 か所）が首
都圏 7 都県（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）に立地しているので、
介護事業所の首都圏集中の程度は韓国に比べて小さい。ちなみに、総務省の「平成 30 年 10 月 1 日









の区市郡別の上位 20 位と下位 20 位の構成比を通して介護サービス供給の地域差を明らかにした分
析において、介護保険施設は開設コストが高いと考えられるソウル特別市と 6 つの広域市の区部は、






は 1 万 2,335 か所とその数が最も多い訪問介護事業所、定員が短期保護に比べて多い昼夜間保護事
業所（2018 年 12 月時点の昼夜間保護事業所の定員は 8 万 3,674 人、短期保護事業所は 1,646 人）
のほうの標準偏差が大きいため、その地域差が最も大きくなっていると考えられる。介護保険施設
についてみると、施設数では標準偏差との関連性がみられるが、2018 年 12 月時点で 1 施設当たり









ちなみに、2018 年 12 月末時点において、韓国には日本の市区町村に当たる市区郡が 250 か所あ
るが、訪問看護事業所がまったくない自治体は 57 か所（自治体の 22.8％）、1 か所しかない自治体
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は 53 か所（同 21.2％）にのぼっている。2009 年 12 月末時点では 1 か所もない自治体が 35 か所（同




する。2018 年 12 月時点の資格者別のサービス提供人員数は社会福祉士 2 万 2,305 人、医師（嘱託
を含む）2,210 人、看護師 2,999 人、看護助手 1 万 726 人、歯科衛生士 10 人、機能訓練士 2,122 人、






















ス供給の地域差を明らかにした。また、2009 年 12 月と 2018 年 12 月時点の介護事業所等を比較検
討することで介護サービス供給の地域差の拡大・縮小の状況についても明らかにした。
研究の結果、以下のことは明らかになった。
1．介護保険制度施行から起算して約 10 年間の介護事業所の増加率は韓国が約 1.5 倍、日本が
約 2.5 倍となっており、韓国の増加率は日本に比べて緩やかである。






















































栄大学研究論集』第 10 号、pp.1-22、2012 年。
7）宣賢奎「韓国における介護サービス供給の地域格差」『介護福祉研究』第 23 巻第 1 号、pp.35-39、2016 年。
8）宣賢奎「首都圏における介護サービス供給の地域格差」『介護福祉研究』第 21 巻第 1 号、pp.23-27、2014 年。
9）宣賢奎「首都圏における介護サービス供給の地域格差と要因分析」『共栄大学研究論集』第 13 号、pp.1-23、
2015 年。
10）宣賢奎「介護保険制度の地域格差とその是正策」『介護福祉研究』第 24 巻第 1 号、pp.16-22、2017 年。
11）制度が施行された 2008 年のデータは 2008 年 7 月から 12 月までの半年分のデータであるため、分析データと






いて比較検討可能な 2001 年と 2009 年（両方とも 10 月 1 日時点）の 8 年間の介護保険施設と在宅介護事業所の
増加率をみると、在宅介護事業所は約 1.7 倍（4 万 7,288 か所から 8 万 2,590 か所、韓国では介護保険施設に分類
されている認知症対応型共同生活介護事業所および韓国には存在しない居宅介護支援事業所は除外）増えてい
るのに対し、介護保険施設は 1 万 1,222 か所から 1 万 1,767 か所へと微増にとどまっている。
15）日本の認知症対応型共同生活介護は、韓国では介護保険施設に分類されているため、居宅サービス事業所数
に含めなかった。韓国には存在しない居宅介護支援事業所数も除外している。
16）2009 年と 2018 年を比較検討する際の整合性を図るため、2009 年からの市区郡変遷情報に基づき、2018 年 12
月時点の 250 市区郡と 2009 年 12 月時点の 241 市区郡を 229 市区郡に再編した。
17）筆者は先行研究（宣賢奎「韓国の長期療養保険制度の最新動向と課題」『共栄大学論集』第 14 号、p.24、2015




18）ランキング表示は 229 自治体の上位 10％、下位 10％程度に当たる上位 20 位と下位 20 位とする。なお、229






における市、「郡部」は 9 道の郡である。市部にも区は存在するが、本稿では 9 道にある区は市部に含めている。
19）ただ、日本では居宅サービスに分類されている認知症対応型共同生活介護が韓国では介護保険施設に分類さ
れているので単純比較はできない。ちなみに、老人療養共同生活家庭を除外した老人療養施設のみの 2009 年か




21）厚生労働省の「介護給付費等実態調査月報」によると、2000 年から 2018 年までの通所介護事業所の増加率は
538.8％である。
22）訪問看護事業所は、2 年以上の看護業務の経験がある看護師または 3 年以上の看護補助業務の経験があり訪間




24）2018 年 12 月時点の 250 市区郡と 2009 年 12 月時点の 241 市区郡を 229 市区郡に再編して分析したところ、
2009 年 12 月時点において、訪問看護事業所が 1 か所もない自治体は 20 か所（自治体の 8.7％）であり、中山間
地域に当たる郡部（82 自治体）に限って言えば 17 か所（郡部の 20.7％）であった。2018 年 12 月時点において
も事業所が 1 か所もない自治体は 20 か所のままであるので、訪問看護事業所の地域差は依然として解消されて
いないと言える。ただ、郡部は 14 か所（郡部の 17.1％）に減っているので、僅かながら地域差が解消している
と言えよう。
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Regional Disparities of Long-Term Care Services in South Korea
Hyeon-Kyu SEON
Abstract
The purpose of this study is to clarify the regional differences in the availability of long-term care 
service providers and the current status of its expansion and contraction in South Korea.
This study reveals the rate of increase in numbers of 1) long-term care providers in South Korea is 
slower than that of Japan. 2) The rate of increase of long-term care insurance-certified facilities is 
higher than that of home care providers. 3) While larger cities have a fewer number of long-term care 
insurance-certified facilities, mountainous regions have a fewer number of home care providers. 4) 
South Korea is highly dependent on home care services. 5) About half of the long-term care providers 
are concentrated in metropolitan areas. 6) Regional differences in availability of long-term care 
insurance-certified facilities are greater than that of home care providers. 7) Although, regional 
differences in the availability of adult day care providers are being resolved, those of home health 
providers have not yet been resolved. 8) Regional differences in the availability of nurse’s aides are 
greater whereas that of dental hygienists are lesser. 9) The number of employees has an impact on the 
availability of long-term care services. This study shows the benefits of long-term care beneficiaries 
and the regional differences in the availability of long-term care services are unbalanced and political 
support to limit and reduce the regional differences is strongly required.　
Keywords
Long-Term Care Insurance System, the availability of long-term care services, regional disparities
